
令和４年度のダイオキシン類に係る事業者自主測定結果

ダイオキシン類対策特別措置法 (平成12年１月15日施行)第28条第１項から第３項の規定

に基づき、廃棄物焼却炉等の大気基準適用施設及び水質基準対象施設の設置者は、その設置し

た施設の排ガス中等のダイオキシン類濃度を、毎年１回以上自主測定し、その結果を知事(静岡

市、浜松市、沼津市及び富士市にあっては市長。以下同じ。)に報告することが義務付けられて

います。

また、知事は、同条第４項の規定により、報告を受けた測定結果を公表することとされてい

ます。

今回、令和４年４月１日から令和５年３月31日までのダイオキシン類自主測定結果を取りま

とめましたので公表します（静岡市、浜松市、沼津市及び富士市に所在する事業所は除く。）。

１ 排ガス中の測定結果について

(1) 大気基準適用施設の設置状況

県内の廃棄物焼却炉、アルミニウム合金製造施設などの大気基準適用施設の設置状況は、

表１のとおりであり、令和５年３月31日現在、222施設が届出されています。

表１ 大気基準適用施設の設置状況

※ 休止中施設数は休止中又は建設中の施設数

(2) ダイオキシン類測定結果の報告状況

事業者の排ガス測定結果の報告状況は表２のとおりであり、178施設について測定結果

の報告がありました (報告率 98%)。また、報告対象施設のうち、３施設が未報告でした。

表２ ダイオキシン類（大気）の自主測定状況

※ 報告施設数には、年度途中に廃止された施設を含み、稼働１年未満の施設は含まないため、(1)の「稼働中施設数」と一致しない。

(3) 排出基準の適合状況

ダイオキシン類測定結果の報告があった178施設全てが、排出基準に適合していました。

(4) 今後の対応

①立入検査や自主測定結果の確認等により、ダイオキシン類の排出削減に向けた事業者指

導を実施していきます。

②ダイオキシン類の自主測定及び自主測定の報告を行わない特定施設設置者に対し、重点

的に立入検査等を実施して、基準の遵守、自主測定の実施及びその結果の報告を指導し

ていきます。

施 設 名 稼動中施設数 休止中施設数※ 合 計

1 焼結鋼製造用焼結炉 0 0 0

2 製 鋼 用 電 気 炉 0 0 0

3 亜 鉛 回 収 施 設 0 0 0

4 アルミニウム合金製造施設 55 5 60

5 廃 棄 物 焼 却 炉 131 31 162

合 計 186 36 222

報告対象施設
合計施設数 報告率

報告施設数※ 未報告施設数

178 3 181 98 %



（参考）

○ダイオキシン類対策措置法に基づく排出基準（排出ガス) (単位 : ng-TEQ/m3)

(注)・既設施設とは、平成12年１月14日以前に既に設置され又は設置の工事に着手してい

た施設をいう。

・ただし、平成９年12月１日以降に設置の工事に着手していた廃棄物焼却炉で、火格

子面積が２ｍ2以上又は焼却能力が200kg/h以上のものは新設基準が適用される。

・また、製鋼用電気炉のうち、平成９年12月１日以降に設置の工事に着手していたも

のは、新設施設の排出基準が適用される。

施 設 名
新設施設の

排 出 基 準

既設施設の

排 出 基 準

1 焼結鉱製造用焼結炉 0.1 1

2 製 鋼 用 電 気 炉 0.5 5

3 亜 鉛 回 収 施 設 1 10

4 アルミニウム合金製造施設 1 5

5
廃 棄 物

焼 却 炉

処理能力

4t/h以上
0.1 1

2t/h以上

4t/h未満
1 5

2t/h未満 5 10



２ 排出水の測定結果について

(1) 水質基準適用事業場の状況

県内の廃棄物焼却炉の排ガス洗浄施設など水質基準対象施設を設置する水質基準適用

事業場の状況は、表３のとおりであり、令和５年３月31日現在、22事業場が届出されて

います（静岡市、浜松市、沼津市及び富士市の事業所は除く。）。

表３ 水質基準適用事業場の状況

(注)複数の施設を保有する1事業場があるため、総計と施設毎の事業場数の合計は一致しない。

施 設 名 事業場数

1 硫酸塩パルプ又は亜硫酸パルプ製造の用に供する塩素漂白施設 0

2 カーバイト法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設 0

3 硫酸カリウムの製造の用に供する廃ガス洗浄施設 0

4 アルミナ繊維の製造に供する施設のうち、排ガス洗浄施設 1

5
担体付き触媒の製造の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する

施設のうち廃ガス洗浄施設
0

6 塩化ビニルモノマー製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設 0

7
カプロラクタムの製造の用に供する硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離

施設、廃ガス洗浄施設
0

8
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する水洗施設、廃

ガス洗浄施設
0

9
4-クロロフタル酸水素ナトリウムの製造に供する施設のうち、ろ過施

設、乾燥施設、排ガス洗浄施設
0

10
2・3-ジクロロ-1・4-ナフトキノンの製造に供する施設のうち、ろ過施

設、排ガス洗浄施設
0

11
ジオキサンバイオレットの製造に供する施設のうち、分離・洗浄・熱乾

燥施設等
0

12 アルミニウム合金製造の用に供する廃ガス洗浄施設、湿式集塵施設 5

13 亜鉛の回収の用に供する施設のうち、精製・排ガス・湿式集じん施設 0

14
担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうち、ろ過施設、精

製施設及び廃ガス洗浄施設
1

15
廃棄物焼却炉に係る施設から汚水又は廃液を排出するもの

廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設、灰の貯留施設
15

16 廃ＰＣＢ等分解施設 0

17
フロン類の破壊の用に供する施設のうち、

プラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設
1

18 下水道終末処理施設 2

19
水質基準対象施設を設置する工場又は事業場から排出される水の処理

施設
0

総 計 22



(2) ダイオキシン類測定結果の報告状況

水質基準対象施設からの汚水が公共用水域に排出され、測定義務の生じる事業場は全届

出事業場のうち、14事業場あり、測定結果の報告状況は表４のとおりです(報告率 100％)。

表4 ダイオキシン類（水質）の自主測定状況

(3) 排出基準の適合状況

ダイオキシン類測定結果の報告があった14事業場全てが、排出基準に適合していました。

(4) 今後の対応

立入検査や自主測定結果の確認等により、ダイオキシン類の排出削減に向けた事業者指

導を実施していきます。

施設稼動中の事業場数
休止中等の

事業場数

自主測定義務の

ない事業場数

合 計

事業場数
報告率

報告事業場数
未 報 告

事業場数

14 0 ３ ５ 22 100％



(参考) ダイオキシン類対策特別措置法に基づく排出基準(排出水) （単位：pg-TEQ/Ｌ）

特 定 施 設
排出

基準

1
硫酸塩パルプ(クラフトパルプ)又は亜硫酸パルプ(サルファイトパルプ)の製造

の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設

10

2 カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設

3 硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設

4 アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設

5
担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る。）の用に供す

る焼成炉から発生するガスを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設

6 塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設

7

カプロラクタムの製造（塩化ニトロシ

ルを使用するものに限る。）の用に供

する施設のうち、次に掲げるもの

硫酸濃縮施設

シクロヘキサン分離施設

廃ガス洗浄施設

8

クロロベンゼン又はジクロロベンゼ

ンの製造の用に供する施設のうち、次

に掲げるもの

水洗施設

廃ガス洗浄施設

9

4-クロロフタル酸水素ナトリウムの

製造の用に供する施設のうち、次に掲

げるもの

ろ過施設

乾燥施設

排ガス洗浄施設

10

2・3－ジクロロ-1・4-ナフトキノンの

製造に供する施設のうち、次に掲げる

もの

ろ過施設

排ガス洗浄施設

11

8・18‐ジクロロ‐5・15‐ジエチル‐

5・15‐ジヒドロジインドロ（3・2‐

b:3´・2´‐m）トリフェノジオキサ

ジン（別名ジオキサジンバイオレッ

ト。ﾊにおいて単に「ジオキサジンバ

イオレット」という。）の製造の用に

供する施設のうち、次に掲げるもの

イ ニトロ化誘導体分離施設及び

還元誘導体分離施設

ロ ニトロ化誘導体洗浄施設及び

還元誘導体洗浄施設

ハ ジオキサジンバイオレット洗浄施設

ニ 熱風乾燥施設

12

アルミニウム又はその合金の製造の

用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉

から発生するガスを処理する施設の

うち、次に掲げるもの

廃ガス洗浄施設

湿式集じん施設

13

亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉

から発生するばいじんであって、集じ

ん機により集められたものからの亜

鉛の回収に限る。）の用に供する施設

のうち、次に掲げるもの

精製施設

廃ガス洗浄施設

湿式集じん施設

14

担体付き触媒（使用済みのものに限

る。）からの金属の回収（ソーダ灰を

添加して焙焼炉で処理しないものに

限る。）によるものを除く。）の用に供

する施設のうち、次に掲げるもの

ろ過施設

精製施設

廃ガス洗浄施設



特 定 施 設
排出

基準

15

別表第1第5号に掲げる廃棄物焼却炉

から発生するガスを処理する施設の

うち次に掲げるもの及び当該廃棄物

焼却炉において生ずる灰の貯留施設

であって汚水又は廃液を排出するも

の

廃ガス洗浄施設

10

湿式集じん施設

16
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令(昭和46年政令第300号)第7条第

12号の2及び第13号に掲げる施設

17

フロン類（特定物質の規制等によるオ

ゾン層の保護に関する法律施行令（平

成6年政令第308号）別表1の項、3

の項及び6の項に掲げる物質をいう。）

の破壊（プラズマを用いて破壊する方

法その他環境省令で定める方法によ

るものに限る。）の用に供する施設の

うち、次に掲げるもの

イ プラズマ反応施設

ロ 廃ガス洗浄施設

ハ 湿式集じん施設

18
下水道終末処理施設(第1号から前号まで及び次号に掲げる施設に係る汚水又

は廃液を含む下水を処理するものに限る｡)

19

第1号から第17号までに掲げる施設を設置する工場又は事業場から排出される

水(第1号から第17号までに掲げる施設に係る汚水若しくは廃液又は当該汚水

若しくは廃液を処理したものを含むものに限り、公共用水域に排出されるもの

を除く｡)の処理施設(前号に掲げるものを除く｡)



３ ばいじん及び燃え殻の測定結果について

(1) ダイオキシン類測定結果の報告状況

廃棄物焼却炉について、ばいじん及び燃え殻の測定結果報告状況は、表５のとおりであ

り、ばいじんは105施設、燃え殻は109施設から報告がありました。また、報告対象施設

のうち、ばいじんは３施設、燃え殻は３施設が未報告でした。

表５ ばいじん及び燃え殻の自主測定状況

※基準適用除外施設を含む。

(2) 測定結果と処理基準の比較

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく、ばいじん及び燃え殻に含有されるダイオキシ

ン類の基準はありません。ただし、ばいじん及び燃え殻の処分を行う場合、ばいじん及び

燃え殻に含まれるダイオキシン類の量を３ng-TEQ/g以下となるように処理しなければな

らないとの処理基準があります。

※ 基準適用除外施設

平成12年１月15日において設置または設置の工事がされている廃棄物焼却炉から排

出されるばいじんについて、薬剤処理等により処分を行う場合は処理基準を適用しない。

表６ ばいじん及び燃え殻の処理基準の適合状況

※基準適用除外施設は含まないため、表５の施設数と一致しない。

(3) 今後の対応

①立入検査や自主測定結果の確認等により、ダイオキシン類の排出削減に向けた事業者指

導を実施していきます。

②ダイオキシン類の自主測定及び自主測定の報告を行わない特定施設設置者に対し、立入

検査等を実施して自主測定の実施及びその結果の報告を指導していきます。

測定対象の廃棄物焼却炉数
報告率

報告施設数 未報告施設数

ばいじん※ 105 ３ 97 %

燃え殻 109 ３ 97 %

基準以内の施設数 基準超過施設数 合計

ばいじん※ 83 １ 84

燃え殻 105 0 105





































様式第６号－４ ダイオキシン類対策特別措置法関係特定事業所名簿及び自主測定結果（水質関係：東部管轄）

（令和４年4月1日～令和５年3月31日までに報告があったもの）

排出基準等凡例 （注１）測定結果の赤字は基準値の超過又は未報告を示す。

（注２）排出基準の欄の－印は測定日において基準の適用が猶予されていることを示す。

用語の説明 1pg（ピコグラム）：1gの1兆分の1のこと

TEQ（毒性等量）：最も毒性の強いダイオキシン（2,3,7,8-TCDD）の毒性を1として、他のダイオキシンの毒性を換算して評価した量

事業場

№ 試料種別 報告日 採取日 結果

伊東市 3 伊東市公共下水道湯川終末処理場 湯川571-3地内
廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
下水道終末処理施設

総合排水口 R3.7.9 R3.4.22 0.00027

裾野市 13 三菱アルミニウム株式会社富士製作所 平松85 アルミ溶解炉廃ガス洗浄施設 総合排水口 R3.7.9 R3.5.24 0.00011

西伊豆町 201 (有)ホーエイ商事 安良里1140-1 廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設 * * * *

伊豆市 302 クリーンセンターいず 佐野字川久保456番地 灰の貯留施設 - * * *

伊豆の国市 302 伊豆の国市大仁清掃センター 三福1363番地の88
廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
灰の貯留施設

* * * *

富士宮市 5 富士フイルム㈱材料生産本部富士宮事業場大中里200番地 廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設 総合排水口 R3.7.15 R3.5.28 0.0016

富士宮市 28 ㈱ヤマモト 山宮2344 廃棄物焼却炉湿式集じん施設 - * * *

富士宮市 32 ㈱三井エンタープライズ 村山字平坊1107-1 廃棄物焼却炉湿式集じん施設 - * * *

富士宮市 35 高尾製紙株式会社本社工場 山本200-1 廃棄物焼却炉湿式集じん施設 * * * *

富士宮市 48 株式会社ミダック富士宮事業所 山宮字棚坂3507-20 灰の貯留施設 - * * *

富士宮市 101 王子エフテックス㈱東海工場芝川製造所 羽鮒1231番地の2
廃棄物焼却炉廃ガス洗浄施設
廃棄物焼却炉湿式集じん施設

総合排水口 R3.12.9 R3.10.8 0.000036 

測定データ
市町名 事業場名 所在地 特定施設



ダイオキシン類対策特別措置法関係特定事業場名簿及び自主測定結果（水質関係：中部管轄）

排出基準等凡例 （注１）測定結果の赤字は基準値の超過又は未報告を示す。

（注２）排出基準の欄の－印は測定日において基準の適用が猶予されていることを示す。

用語の説明 1pg（ピコグラム）：1gの1兆分の1のこと

TEQ（毒性等量）：最も毒性の強いダイオキシン（2,3,7,8-TCDD）の毒性を1として、他のダイオキシンの毒性を換算して評価した量

事業場

№ 試料種別 報告日 採取日 結果

廃棄物焼却炉湿式集じん機①

廃棄物焼却炉湿式集じん機②

焼津市 116 ㈱アトム 大井川工場 中島18－8 フロンの破壊に係る廃ガス洗浄施設①

フロンの破壊に係る廃ガス洗浄施設②

藤枝市 14 ㈱ニチビ　静岡工場 善左ェ門300番地 アルミナ繊維製造関連廃ガス洗浄施設①

アルミナ繊維製造関連廃ガス洗浄施設②

アルミナ繊維製造関連廃ガス洗浄施設③

牧之原市 211 ミクニパーテック㈱ 笠名500-1 ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製造施設 * * * * 10 pg-TEQ/l 循環使用

測定データ

排出基準
市町村名 事業場名 所在地 特定施設 備考

島田市 6 新東海製紙㈱島田工場 向島町4379番地 最終放流口 R5.1.12 R4.11.11 0.095 10 pg-TEQ/l 総合排水口

最終排水 R5.2.27 R5.1.25 0.000027 10 pg-TEQ/l

最終放流口 R5.3.8 R5.1.23 0.21 10 pg-TEQ/l




